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はじめに 

 

 ２０１２年４月介護報酬が改定され、とりわけ訪問介護の生活時間の見直しが利用者や事

業所に与える影響が大きいのではないかと考え、県内の訪問介護事業所を５００ヶ所抽出し、

アンケート調査に取り組みました。 

 今回、短期間でしたが２００通を越える回答がありましたので、結果を報告します。 

 

１、調査対象・方法・期間 

 

・調査対象は、５４自治体すべての訪問介護事業所としました。 

抽出方法はワムネットの介護保険情報をもとにリストアップしましたが、５４自治体のう

ち全く訪問介護事業所がないのが横芝町の１ヶ所でした。県内には１２８４ヶ所の事業所

がありますが、送付数は５００と決め、１自治体に５ヶ所以下しか事業所がないところは

全事業所に、政令市の千葉市は１００、中核市の船橋市は５０事業所とし、残りの自治体

は２０～３０％の比率で送付しました。 

・アンケート用紙を発送し、返信用封筒で回答を依頼しました。 

・調査期間は６月１５日～６月３０日です。 

 

２、回収率 

 

・回収率は送付数５００ヶ所に対して２０３通で約４０％、事業所数１２８４ヶ所に対して

は約１６％。すでに閉鎖されたのか？１３通が所在不明で戻ってきました。 

・事業所そのものが５ヶ所以下の自治体のうち栄町、多古町、東庄町は１００％の回収率で

した。残念ながら富里市、神崎町、大多喜町、鋸南町は回収率０％でした。（但し市町村未

記入の回答があり） 

・今回の介護報酬改訂では地域区分の見直しがされましたので、単純な結果のみでなく、地

域区分ごとの結果にも注目し結果を見ていきます。千葉県内ではもっとも加算の高い４級

地の千葉市は回答事業所の１８・４％を占め、次に加算の高い５級地の市川、船橋、松戸

市などは２９・８５％、次いで６級地の木更津、野田、佐倉市などは２８、８５％、加算

がないその他の地域の銚子、館山、茂原などは２２・８８％という比率になっています。 

 

３、調査結果 

 

・ 併設事業所の有無  有・１３０件（６４・５３％） 無・５９件（２９％） 

            未回答１２件 



・ 特定事業所加算の有無  有・６２件（３１・０３％） 無・１２４件（６１・５８％） 

              未回答１５件 

  特定を取得している６３のうち、Ⅰが２５件、Ⅱが２２件、Ⅲが１３件。未回答３件 

 

・ 改定前後の収入の増減  増収になった･１９件（９・３６％）  

              減収になった・８６件（４２・３６％） 

              変化無し・７９件（３９・４１％） 

              未回答１７件 

 

・ 生活援助のサービス時間について 複数回答あり 

              ４５分ごとに２回に分けて実施 １５件（７・３９％） 

              ４５分に縮小 １０２件（５１・２４％） 

              変更しなかった ７７件 （３７・９３％） 

              その他 ３２件（１５・７６％） 

              未回答 なし 

・ 事業への影響       厳しくなった ９８件（４８・２８％） 

              良好になった  ２件（０・９９％） 

              変化無し    ８７件（４３・２８％） 

              未回答     １４件 

 

・ 利用者からの苦情     有・８５件（４１・８７％） 

              喜ばれている・０件（０％） 

              無・８７件（４２・８６％） 

              その他・４１件（２０・２％） 

 

・ 改定前の介護職員処遇改善交付金の有無  受けていた・１６０件（７８・８２％） 

                      受けていなかった・４０件（１９・７％） 

                      未回答１件 

 

・ 介護職員処遇改善加算の申請  申請した・１７２件（８５・５７％） 

                 これから申請する・３件（１・４８％） 

                 申請しない・２０件（９・８５％） 

                 まだ決めていない・５件（２・４６％） 

                 未回答１件 

 

・ 交付金・改善加算の活用方法  複数回答有 

                 基本給、時給・４０件（１９・７％） 

                 手当て・８５件（４１・８７％） 

                 一時金・６４件（３１・５３％） 

                 その他・５（２・４６％） 



・ 改善加算３年間限定への感想  継続・６２件（３０・５４％） 

                 交付金復活・８７件（４２・８６％） 

                 必要なし・９件（４・４３％） 

                 わからない・２８件（１３・７９％） 

                 未回答１５件 

 

・ 介護職員への医療行為について 登録する・した・３９件（１９・２１％） 

                 登録しない・６３件（３１・０３％） 

                 決めていない・１０３件（５０・７４％） 

                 未回答４件  だぶり６件 

 

・ 今回の改訂介護報酬への評価  評価できる・１４件（６・９％） 

                 評価できない・１０５件（５１・７２％） 

                 どちらともいえない・８９件（４３・８６％） 

 

４、特徴、まとめ 

 

 回収率は、当初予想していたものよりも高く、関心の高さや現場の苦労が回収率の高さに

つながったのではないかと考えます。 

 調査項目別で見ますと、以下のような特徴がありました。 

 併設事業所をもっているかどうかについては、全体的に約６５％の事業所がなんらかの事

業所を併設していましたが、千葉市のみ併設有は５６，７５％となり、他の地域は全体と同

じ傾向でした。 

 特定事業所加算の算定に関しては、６級地の事業所が全体の平均３１％を上回り３８％で、

算定要件から考えると千葉市、船橋市などよりも人員の確保が可能なのかどうか検討が必要

かと思われます。 

 収入の増減については、減収になったが最も多く約４２％をしめ、次いで変化なしが４０％、

増収は９％にとどまりました。地域区分別でみますと、減収は等級地が下がるほど、減収の

割合も高くなり、変化なしは等級地が下がるほど割合も下がり、地域加算の区分変更が収益

に与えた影響がうかがえます。 

 サービス時間については、４５分での対応が一番多く５１％、変更なしは３８％でした。

また、影響については厳しくなったが４８％、変化なしが４３％ですが、この点についても

収入への影響と同様で、等級地が下がるほど厳しいと回答する割合が高くなっています。そ

の他の地域で厳しいと回答が５２％。しかし、細かく分析しますと、厳しいと回答している

事業所は必ずしも特定事業所加算を取っていないところばかりでもなく、特定事業所加算を

算定している事業所の４５％は厳しいと回答していることがわかりました。 

 ４５分になったことでの影響として自由記載の中には、移動回数が増え、実働時間が減り、

ヘルパーの収入が減った、仕事が時間内に終わらない、仕事が雑になる、買い物に行く時間

がとれない、利用者とのコミュニケーションが困難になった、事業所の実務が煩雑、ヘルパ

ーのシフトが作りづらくなった、ヘルパーが仕事を断るようになったという意見が寄せられ



ました。 

 利用者からの苦情については、喜ばれているは０件で、苦情有は４１％で、利用者からも

歓迎されない報酬改定であることは明らかです。 

 介護職員処遇改善交付金については、約８０％の事業所が交付金を受けていたことがわか

りましたが、逆に受けていなかった事業所は等級地が下がるほどに割合が上がっています。

賃金のみならず、業務改善や就業規則の整備、キャリアパス要件など事業所としての整備す

べきことに関しての困難さを抱えているのではないかと予測できます。 

 この４月からの介護報酬改定で介護職員処遇改善加算に関しても交付金と同じ傾向があり

ます。 

 介護職員の医療行為に関しては、まだ決めていないところは半数を占めています。登録を

しないと決めている事業所も３１％となっています。自由記載を見ますと、事業所の質的な

向上を考え研修を受けることに前向きな事業所や現在利用者に医療行為が必要な方がいるこ

とで検討をしている事業所もある一方で、研修に出せるだけの人員の確保が困難、医療行為

を介護職にさせることそのものに反対や疑問の意見、リスクがありすぎる、事業所として意

見がまとまらないなどの意見がありました。また、千葉県としての対応があいまいであるこ

とを挙げた事業所もあります。 

 今回の改定介護報酬への評価に関しては評価できないとどちらともいえないが大半を占め

ました。評価するとした意見は地域加算の点のみで、多くは利用者の負担が重くなる、ヘル

パーの評価が低い、高齢者への説明に時間がかかる、慣れたころに変更になって高齢者の生

活リズムが崩れる、働くものの立場も考えてほしい、現場の声が反映されていない、本当に

これで在宅生活ができると考えているのか、事業所に負担ばかり課せられるなどの意見が寄

せられました。 

 一方で、少数ですが利用者の自立につながると評価している意見も見逃せません。 

その他、自由記載欄に寄せられた貴重なご意見を踏まえ、この結果を今回の全県自治体要

請キャラバンの中で実情と改善を訴えるとともに、お名前を書いて送って下さった事業所と

の懇談なども工夫し、安心の介護保障制度の実現を求め共同の輪を広げることが大事です。 

                                               

以上 


